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研究成果の概要（和文）：公企業と私企業が併存する市場を混合寡占市場という。本研究は現実の民営化政策に
資することを目的に、寡占市場での公企業の民営化に関する研究を行った。
(1)市場での私企業間の生産性に関する非対称性は競争の程度に影響する。そこで、私企業間の非対称性による
競争の程度の変化が民営化政策に与える効果ついて議論し、私企業間の非対称性が民営化政策に与える影響を明
らかにした。
(2)現実の民営化政策において、公企業が段階的に民営化されることがある。そこで、私企業の生産性の改善な
ど競争環境の変化と民営化政策の関係を議論し、民営化政策と私企業の参入や技術移転などの意思決定に影響を
与えることを示した。

研究成果の概要（英文）：Oligopoly markets with public enterprises are called mixed oligopoly 
markets. In this study, the privatization policy in the mixed market is examined.
(1)Asymmetry in productivity among private firms affects the intensity of competition in product 
markets. In this study, how the asymmetry among private firms affects the privatization policy was 
discussed. 
(2)Public firms are often privatized gradually in the real world. The public firms may be privatized
 in response to the change in the competitive environment. The competitive intensity in the market 
is affected by private firms’decision such as entry or technology transfer among firms. In this 
study, the relationship between the privatization policy and the private firms’decision making was 
examined. 

研究分野：産業組織論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通し、寡占市場での民営化政策に関しいくつか理論的な含意を得た。また、民営化政策が企業の参入や
技術移転の意思決定に与える影響を明らかにした。
(1)市場の競争の程度に応じて公企業をどの程度民営化すべきかという問題は、民営化政策を考える上で重要で
ある。既存研究では重視されなかった私企業間の非対称性が競争の程度に与える影響を明示的に扱い民営化政策
への含意を得た。
(2)市場に公企業が存在し民営化の可能性がある場合に、企業の参入や技術移転の意思決定がこうした将来の民
営化政策を見越して行われることを示し、民営化政策が企業の意思決定に影響する可能性を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
公企業と、私企業が併存する市場を混合寡占市場という。こうした市場は国内外を問わず現実社
会にも観察される。混合寡占市場で対象とする公企業として国内では日本政策投資銀行や日本
放送協会、国外ではルノーやフォルクスワーゲンなどを挙げることができる。こうした企業は私
企業とは異なる目的で意思決定をしていると考えられる。混合寡占市場は、社会余剰を考慮する
公企業が存在するため、利潤最大化を目的とする私企業のみが存在する寡占市場とは異なる性
質を持つことが知られており、[1]De Fraja and Delbono(1989)以来多くの研究が蓄積されてい
る。 
混合寡占に関する研究から、公企業の民営化政策に関する研究が発展している。現実の公企業が
民営化や部分民営化される過程にあることを踏まえると、民営化政策に関して経済理論による
含意を蓄積することが必要になってくる。[2]Matsumura(1998)では社会厚生と利潤の凸結合を
目的関数とする公企業を部分民営化された公企業として解釈し、民営化政策に関する含意を得
ている。以降の研究では、様々な競争環境での民営化政策が混合寡占の枠組みにおいて議論され
ている。本研究では民営化の議論に際し、既存研究では捨象されていた論点に着目し研究を行っ
た。 
(1)現在まで民営化政策に関する議論で、市場の競争の程度が民営化政策に与える影響が議論さ
れてきた。既存研究では、市場における同等効率の私企業の数が増加した場合には、公企業の民
営化を進めるほうが社会厚生の観点から望ましいことが知られている。こうした結果は、公企業
を除く私企業が生産の効率性において同質で対称的であるという仮定に依存しているが、現実
の経済では私企業間の効率性も同質で対称的だとはいえない。私企業が効率性において非対称
である場合に、非対称性が競争環境に与える効果を通して、民営化政策にどのように影響するの
か明らかでない。そこで私企業間の非対称性の変化を明示的に扱うことで、市場の競争環境と民
営化の関係について分析を行った。 
(2)私企業の市場への新規参入や私企業間での技術移転といった競争環境の変化を及ぼすような
意思決定が行われた後に、対応して公企業が民営化される可能性がある場合には、政府は新たな
競争環境の下で民営化の程度を決定するので、民営化が競争に影響を与える。既存研究では、公
企業の民営化は競争環境が変化する前に決定される、つまり政府は公企業の民営化の程度にコ
ミットできると仮定されてきた。しかし、[3]Sato and Matsumura(2019)などの最近の研究では、
政府が公企業の民営化の程度を段階的に変化させる可能性があることが示めされている。こう
した最近の発展を考慮して、民営化の意思決定のタイミングが市場での競争や企業の意思決定
に与える影響を議論することの重要性が増している。そこで、公企業の民営化のタイミングが社
会厚生や企業の利潤に与える影響に関する分析を行った。 
 
２．研究の目的 
(1)混合寡占市場に関する研究において、公企業と私企業の生産の効率性の非対称性が扱われる
ことは頻繁にある。しかしその一方で私企業間の非対称性については明示的に扱われることは
ほとんどない。こうした事情から、私企業間の生産の効率性の非対称性に起因する競争の程度の
変化が民営化政策に与える影響ついては現時点では十分に解明されていない。本研究は、企業間
の生産性の非対称性が競争環境に与える効果を通じて民営化政策に与える影響を議論すること
で、こうした関係が明らかにすることを目的とする。 
 
(2)民営化政策に関する研究において、企業の参入や技術移転といった競争環境の変化に対応し
て民営化の程度を変化させる結果として、民営化が競争に与える影響については十分に議論さ
れてこなかった。これは既存研究では政府は公企業の民営化率にコミットすることができると
仮定してきたと言い換えることができる。しかし、最近の研究ではこうした仮定は必ずしも妥当
ではなく、政府が段階的に公企業を民営化する誘因を持つ可能性があることが知られている。こ
うした最新の研究成果に対応して、本研究では政府が競争環境の変化に対応して民営化政策を
変化させることが市場での競争に与える影響を分析し、経済学的な含意を与えることを目的と
する。 
 
３．研究の方法 
(1)私企業間の非対称性を扱うことのできる最もシンプルな枠組みとして、公企業 1社と私企業
2社が存在するような混合寡占市場を想定する。私企業間の生産性の非対称を表すパラメータを
明示的に扱うことができるモデル設定を行い、このモデルの下で、政府による公企業の民営化政
策を議論し、厚生の観点から望ましい民営化率と私企業の非対称性のパラメータとの関係を議
論する。 
 
(2)公企業が 1 社と複数の私企業が存在する混合寡占市場を考え、私企業の参入の意思決定が行
われた後に、政府が公企業の民営化を行う状況を想定し、競争環境の変化と政府の民営化のタ
イミングの関係を議論する。自由参入市場を考え、均衡における政府の民営化や企業の参入の
意思決定について分析する。 
 
(3)公企業 1社、国内私企業と国外私企業がそれぞれ 1社存在するような混合寡占市場を考え、



私企業間で技術移転の意思決定が行われた後に民営化の意思決定が行われるような状況を想定
する。私企業間の無償の技術移転を考え、均衡における政府の民営化と企業の技術移転の意思
決定について議論する。 
 
 
４．研究成果 
(1)混合寡占市場において私企業間の生産性の非対称性が競争に与える効果が民営化政策に与え
る影響について、私企業間の非対称性の程度を表すパラメータを明示的に導入した分析を行い、
社会余剰を最大化する公企業の民営化に着目し、生産性の差が民営化政策に与える効果を議論
した。結果として、私企業間の非対称性の程度が増加し、私企業がより非対称になると、最適な
民営化の程度が大きくなる場合と、非単調に変化する場合があることを示した。こうした結果に
より、市場における競争の強度と民営化政策の関係について新たな知見を得た。こうした結果は
査読付きの国際的な学術誌に発表された。 
寡占市場における競争環境の変化が民営化政策に与える影響については以下の二つの分析をお
こなった。 
(2)自由参入市場において、企業の参入と民営化政策の関係について分析を行った。公企業が独
占する市場に私企業が参入するような状況を考え、参入が民営化に与える影響や民営化が競争
に与える影響を議論し、結果として、企業の参入費用に依存して、私企業が全く参入しないか、
私企業が参入し、公企業が完全に民営化されるという２つの状況が安定的な均衡として達成さ
れうることを示した。こうした結果は査読付きの国際的な学術誌に発表された。 
(3)国際混合寡占市場において、企業間の無償の技術移転と民営化政策の関係について分析を行
った。公企業と国内私企業と国外私企業が存在する状況において、私企業間の無償の技術移転と
民営化政策の関係を議論し、結果として、政府が将来的に公企業の民営化を企図しているような
状況においては、国外私企業から国内私企業への無償の技術移転が行われることを示した。一方
で国内私企業から国外私企業への技術移転は行われないことも示した。この結果は、公企業とそ
の将来の民営化は他国からの技術供与を受けやすくしている可能性を示している。また、仮に技
術に使用料を課すことができるとしても、場合によってはそれを課さないことがあることも示
した。こうした結果は査読付きの国際的な学術誌に発表された。 
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